
従業員の教育訓練や資格取得を応援する事業主の皆さまへ

都道府県労働局・ハローワーク LL070707保01

教育訓練休暇給付金のご案内（簡略版）

事業主の皆さまへのお願い

事業主

向 け

支給までの流れ ハローワーク労働者事業主

雇用保険の一般被保険者が、在職中に職業に関する教育訓練を受けるための休暇を取得した場合、

休暇期間中、失業給付に相当する給付を受けることができます。

教育訓練休暇給付金は、一般被保険者である労働者本人の意思で、業務命令によらず、就業規則等に基づき、

教育訓練を受けるための無給の休暇を取得することが支給要件になっています。

給付金を受けるのは労働者本人ですが、手続に関して事業主の皆さまのご対応が必要です。

下記の支給までの流れをご確認ください。

解雇等を予定している労働者は、教育訓練休暇給付金の支給対象にはなりません。

なお、解雇等を予定している労働者について、虚偽の届出を行った場合は、罰則の対象になります。

詳しくは「教育訓練休暇給付金のご案内」（パンフレット）及び厚生労働省ホームページを御確認いただき、

ご不明な点はお近くのハローワークまでお問い合わせください。

教育訓練休暇制度を就業規則または労働協約等に規定します。（規程例はパンフレットをご参照ください）
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一般被保険者である労働者本人と事業主とで教育訓練休暇の取得について合意の上、労働者本人から教育

訓練休暇取得確認票が提出されます。内容を確認して、必要事項を記入します。

その上で、労働者の休暇開始日から起算して10日以内に休暇開始日の前日までの賃金支払い状況等を記載

した賃金月額証明書をハローワークに提出してください。（その際、必要事項を記入した教育訓練休暇取得確

認票、就業規則等の写し、賃金台帳、出勤簿等を添付してください）

賃金月額証明書をハローワークに提出した後、ハローワークから賃金月額証明票（事業主控え、本人手続用）

及び教育訓練休暇給付金支給申請書を交付します。賃金月額証明票（本人手続用）及び教育訓練休暇給付金

支給申請書は、一般被保険者である労働者が教育訓練休暇給付金の支給申請を行うために必要になります

ので、速やかに労働者本人に交付してください。

注意



• 教育訓練休暇給付金は、労働者（雇用保険の一般被保険者）が教育訓練に集中して取り組む

ため自発的に休暇を取得する場合の生活保障であることから、業務命令で休暇を取得させる

ために活用することは認められません。

Q1. 業務命令で従業員に資格を取得させたいのですが、教育訓練休暇給付金の制

度を活用できますか？

• 教育訓練休暇給付金の支給に当たっては、長期の教育訓練に専念するために休暇を取得する

ものであることを踏まえ、収入を伴う就労を行った日、教育訓練休暇とは異なる休暇・休業を

した日（有給休暇や育児・介護休業休暇等）については認定（支給）しないこととなります。

• 事業主から無給の休暇中に資格取得のための手当等（教育訓練の受講費用や資格試験の受

験料の一部補助等）が支給されている場合、就労の対価として支払われるものではないこと

から、当該手当が支給されたことを理由に教育訓練休暇が不支給となるものではありません。

Q2．教育訓練休暇の期間中は無給であることが必要ですが、手当などはこれに含

まれますか？手当であっても給与とみなされた場合、どうなりますか？

• 労働者に教育訓練休暇を取得させる場合、賃金月額証明書において、解雇等を予定している

者に休暇を取得させるものでないことを届け出る必要があります。

• 届出内容と異なり、解雇等を予定している労働者（教育訓練休暇取得の承認時点で解雇等を予

定している労働者）に教育訓練休暇を取得させ、その旨を偽って賃金月額証明書を届け出た場

合、虚偽の届出を行ったことにより罰則の対象となる場合があります。

Q3．解雇等を予定している労働者に教育訓練休暇を取得させるとどうなりますか？

• 全国47都道府県に設置されている働き方改革推進支援センターへご相談ください。

なお、本パンフレットのp.9～10にも就業規則の規程例を掲載しています。

（働き方改革推進支援センター）

https://hatarakikatakaikaku.mhlw.go.jp/consultation/

Q4． 休暇制度をどのように就業規則等に導入すれば良いのかわかりません。

どこに相談すればいいですか？

• 賃金月額証明書（添付書類を含みます。）は、対象労働者の休暇開始後、当該休暇開始日の翌

日から起算して10日を経過するまでの間に事業所の所在地を管轄するハローワークに提出

してください。

• ただし、就業規則の規定が要件に合致しているか等については、休暇開始日前に事業所の所

在地を管轄するハローワークでご確認いただけます。

Q5．賃金月額証明書は休暇開始前後のどのタイミングで提出すればいいですか？

就業規則の規定が要件に合致しているか確認したいのですが、休暇開始前に

賃金月額証明等の書類を提出することは可能ですか？

Q６. 教育訓練休暇中に、週に１回出勤を求めるなどは可能ですか？

• 教育訓練に専念していただく必要があることから、教育訓練休暇中に出勤を求めることは認

めらず、30日以上連続して無給の休暇を取得する必要があります。

• なお、休暇開始時に予期していなかった理由により、結果的に収入を伴う就労を実施した日

があった場合、当該日については支給を受けられないこととなります。

５－１ 「教育訓練休暇給付金」に関するQ&A （事業主）
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